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1．案件名

カンボジア国 海運・港湾セクターマスタープラン調査

2．協力概要

（1）事業の目的

カンボジアにおける海運・港湾分野のマスタープラン策定を通じ、両分野の国際競争力の強化を図
り、海上国際輸送の発展と当該地域の港湾の効率的利用を促進する。

（2）調査期間

2006年10月～2007年9月

（3）総調査費用

約1.5億円

（4）協力相手先機関

公共事業運輸省 Ministry of Public Works and Transport（MPWT）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

（a）対象分野：海運・港湾分野

（b）対象地域：カンボジア沿岸部およびプノンペン

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

長期間に亘る政治的混乱と紛争を経験したカンボジアは、1993年のカンボジア王国設立以降、復
旧、復興を推進してきた。しかし海運・港湾分野においては、インフラのみならず法制度、行政体制
の整備などが遅れている現況にある。

港湾分野は、シアヌークビル港（カンボジア唯一の外洋に面した公共港湾）の円借款プロジェクトが
概ね順調に実施されており、ハード分野の整備が進んでいる。しかし、港湾を監督する省庁・担当部
署が不明確であり、既存の公共事業運輸省海事局の権限拡大か、新規に港湾局を創設するか等議論が
分かれている状況にある。また、シアヌークビル港およびプノンペン港は公共港湾であるが、民間港
湾を規制し監督する法制度が無く、結果として公共港湾に近い場所に民間港湾が建設され、セメント
などの貨物を取り扱う事例が生じている（シアヌークビル周辺の2民間港の合計で年間50万トン～70
万トンの貨物を取扱っているのに対し、シアヌークビル港は2003年に年間65万トンの雑貨を取り
扱っていたものの、2005年には10万トン未満にまで急激に減少し、一般雑貨貨物の民間港へのシフ
トが顕著である。）

民間港湾の存在は、現在その活動が把握されていない現況にあり、国全体としての貨物需要や施設整
備方針を定めることが困難である。結果、国家的見地からの適正な港湾の規模や配置について計画が
立てられず、資源の効率的配分が困難と考えられる。

また海事分野においては、既存の蓄積が皆無に近い状況であり、船舶の安全などを始めとする海運管
理体制の構築や、海運・造船・船員の各産業については実現可能な基礎的な部分から着実に実施する



必要がある。

今後の経済発展を促進し、カンボジアの海運・港湾セクターの国際競争力を向上させるためにも、早
急なマスタープランの策定が求められる。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

2002年7月に国民議会において決議された現在実施中の第2次社会経済開発5カ年計画（Socio-
Economic Development Plan 2 （SEDP2）2001-2005）において、国際港であるシアヌークビル・
プノンペン港は、地域・国際市場へアクセスするための鍵となるゲートウェイであると位置づけてい
る。

また、フンセン首相が2004年の閣議で提唱した矩形戦略（Rectangular Strategy）において、経済
基盤施設、特に輸送基盤施設（輸送インフラ）のリハビリテーションと整備を国家社会経済開発戦略
の基礎的手段とするとの認識を示している。

本協力は、この輸送基盤施設としての港湾インフラの整備と海運・港湾セクターのソフト面の改善、
そして当該分野の国際競争力強化を目的とした内容となっており、海運・港湾セクターの発展に資す
るものである。従って本件は、カンボジア国の開発計画との整合性が図られていると判断できる。

（3）他国機関の関連事業との整合性

ベルギー政府の実施による”Master Plan for Waterborne Transport on the Mekong River system
in Cambodia”（2005年-2006年）が進行中であり、この中ではメコン河流域の河川交通を調査対
象としており、地域的な重複はなく、相乗効果が出せるよう、調査実施について協力する予定であ
る。

また、IMO（国際海事機関）が2000年に実施した”Needs Assessment Mission on Maritime
Legislation and Administration of Cambodia”では、カンボジアにおける海事関連の法制度の現況
と、国際海事関連法の国内法への適用について詳しく調査されている。本件調査では、これらの調査
結果を取り入れ、総合的なマスタープランを策定する。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

国別援助計画では、我が国のカンボジアに対する重点分野・課題別援助方針の一つに「持続的な経済
成長と安定した社会の実現」が掲げられており、社会経済インフラの不足によるハード面でのインフ
ラ整備と、その有効利用に資するソフト面の制度等の整備が必要とされる。

また、カンボジアにおける海運・港湾整備は、JICA国別事業実施計画の重点課題の一つである「経
済・社会インフラの整備」に属するものであり、貿易振興の重要性の観点からの短中期的な行動計画
を策定することから、「経済成長のための環境整備」にも該当する。

従って、これらわが国及びJICAの対カンボジアへの重点的な援助政策・課題と、当案件の内容は合致
している。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

（a）現状把握

1）カンボジアの社会・経済データの分析

2）カンボジアの運輸・交通セクターの分析

3）海運・港湾セクターの既存の行政・法的フレームワークの分析

4）国家開発計画の分析、開発計画における海運・港湾分野の位置づけ確認

5）過去の開発調査・開発計画・プロジェクトと活用状況把握

6）海運・港湾分野に係る以下の現状把握



既存の港湾インフラの把握
海運・港湾開発政策の把握
港湾管理・運営状況の把握
海運・港湾関連産業の現状把握
船舶・造船・海運関連事業の現状把握
船員教育システム・船員資格制度の現状把握

7）海運・港湾分野の周辺地域との比較

8）地域貿易の貨物物流の把握

（b）海運・港湾分野の課題の抽出

1）現在のカンボジア海運・港湾の課題抽出

（c）カンボジアの海運と港湾の国際競争力強化に向けたマスタープラン（目標年次2020年）

1）社会経済フレームワークの検討

2）将来の輸送需要の見通し（貨物及び旅客）

3）海運・港湾の国際競争力を強化するための課題の抽出

4）解決されるべき課題

5）将来需要を踏まえた、海運・港湾の長期的戦略の検討

6）海運・港湾セクター戦略の策定

1. 海運セクターに係る戦略策定
2. 港湾セクターに係る戦略策定

競争力強化や効率性向上に係る政策、民間企業参加、安全、保安や環境管理などを含む。

3. 行政能力の向上に関する戦略
海運・港湾セクターにおける行政システムの改善や法制度整備を含む。

（d）短期のアクション・プランの提案（2010年を目標）

1）マスタープランのなかから、緊急度・優先度の高い課題を選択

2）短期のアクション・プランの作成

※キャパシティ・ディベロップメントを考慮した計画策定の実施

※以下の点に配慮し課題を抽出

MPでの優先順位
経済的、社会的、財務的実行可能性
実施機関の組織・技術・制度面での実施能力

3）短期のアクション・プラン実現のための提言

（e）総合評価と提言

（2）アウトプット（成果）

（a）カンボジアの海運港湾セクターの発展と競争力強化に向けた基本的な戦略、そしてその戦略実施
に必要となる行政面での整備に係るマスタープラン（目標年次：2020年）の策定

（b）緊急度・優先度の高い課題を抽出し、短期のアクション・プラン（目標年次：2010年）の策定

（c）調査実施を通じての技術移転

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施



（a）コンサルタント（分野／人数）

1）総括 1名、2）港湾戦略 1名、3）海運戦略 1名、4）海運経営 1名、5）船舶検査・管理制度 1
名、6）船員教育 1名、7）港湾管理・運営 1名、8）港湾保安 1名、9）産業振興 1名、10）需要分
析・海運動向 1名

（b）その他 研修員受入：セミナー

レポート作成時に、現地におけるセミナー、ワークショップを数回実施予定。

5．協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

（1）提案計画の活用目標

調査により策定された各戦略及び短期アクション・プランが、協力相手国政府の開発政策に反映さ
れ、実施される。

（2）活用による達成目標

カンボジアにおける法制度整備・行政能力向上を始めとする港湾・海運の競争力強化により、海上国
際輸送の発展と当該地域の港湾の効率的利用、これに伴う貿易増加等による同国経済の発展。

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

政策的要因：開発政策の変更、提案事業あるいは海運・港湾セクターの優先順位の低下

行政的要因：行政機関間の調整の不備

経済的要因：経済成長の停滞

社会的要因：治安の悪化

（2）関連プロジェクトの遅れ

無償資金協力（シハヌークビル港湾保安施設機材計画）（2005年度-）実施の遅れ

短期専門家（港湾保安の向上）派遣（2006年度）の遅れ

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

本調査は、海運と港湾の国際競争力強化に向けたマスタープランを作成することを目的とするもので
あり、海運・港湾セクターに係る行政能力の向上に関する戦略策定等を主要な調査課題とし、短期的
に大規模な工事に直結する要素は含まれていない。そのため、環境・社会へのインパクトは発生せ
ず、JICA環境社会配慮ガイドラインのCカテゴリーに従って実施する。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

調査の目的の一つが技術移転であるが、現状においてはカウンターパートの体制が十分整っていると
は言えない。従って、現地調査期間においてカウンターパートとの共同作業を実施し、行政官として
持つべき技術が移転できるように実施体制と工程を配慮する必要がある。

また、既得権益者との見解が相違することも十分考えられる。調査の円滑的実施を図るためにも、ス
テークホルダーと早期の協議を十分に行い、見解の相違点の所在を早期に確認することが大切であ
る。本格調査の調査期間は9ヶ月と設定されており、決して時間が十分確保されているとはいえない
ため、効率的な調査の実施を心がけるとともに、密接な意見調整が必要である。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標



（a）活用の進捗度

1. 提案された事業が、手順・スケジュール通りに、進捗しているか。
2. 提案された組織の改編が、手順・スケジュール通りに、進捗しているか。
3. 提案された法令の作成が、手順・スケジュール通りに、進捗しているか。

（b）活用による達成目標

1. アクション・プランに記載される事業の達成度
2. 提案された組織の改編の達成度
3. 提案された法令の作成達成度
4. 本調査の提言の、協力相手国政府の開発政策への反映率

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

（a）フォローアップ調査によるモニタリング

（b）事後評価：調査終了後2年目以降、必要に応じ実施

（注）調査にあたっての配慮事項


